
資料２

秋田県地域医療対策協議会設置要綱

（趣旨）

第１条 深刻化する医師不足や医師の偏在問題に対応し、地域の実情に応じた医療提供体

制の確保と実効ある医師確保対策を検討するため、医療法第３０条の２３の規定に基づ

き、秋田県地域医療対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。

（協議事項）

第２条 協議会は、次の各号に掲げる事項について協議する。

（１） 医療法第３０条の２３第２項各号に掲げる事項の実施に必要な事項

（２） その他本県の医療提供体制の確保及び医師確保を図るために必要な事項

（組織）

第３条 協議会は、委員２５人以内で組織し、委員は知事が任命する。

２ 特定の事項を検討させるため必要があるときは、協議会に専門委員を置くことができ

る。

３ 専門委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。

４ 専門委員は、当該特定の事項に関する検討が終了したとき又は委員の任期満了日のい

ずれか早い日に解任されるものとする。

（任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。

（会長）

第５条 協議会に会長１人、副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。

（会議）

第６条 協議会は、必要に応じて会長が招集し、会長は、協議会の議長となる。

２ 会長が必要があると認めるときは、協議会に委員以外の者の出席を求め、又は他の方

法で意見を聴くことができる。

３ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、議事を開き、議決を行うことができない。

４ 協議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは会長の決すると

ころによる。

５ 委員（会長及び副会長を除く。）は、やむを得ない事由があるときは、当該委員の所属

する医療機関、行政機関及び団体のうちから、副院長、副市長及び准教授等の当該委員

が適当と認める者を代理委員に選任し、協議会に出席させることができる。この場合に

おいて、第３項中「委員」とあるのは「委員（代理委員を含む。）」と、前項中「出席委

員」とあるのは「出席委員（出席代理委員を含む。）」と読み替えるものとする。



（部会）

第７条 協議会は、議決により部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員及び専門委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、その部会に属する委員及び専門委員の互選により定める。

４ 協議会は、部会の決議をもって協議会の決議とすることができる。

（庶務）

第８条 協議会の庶務は、秋田県健康福祉部医務薬事課において処理する。

（雑則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。

附 則

この要綱は、平成１８年７月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１９年７月１１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２０年１月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年９月７日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３０年１０月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成３１年１月２２日から施行する。

附 則（令和元年７月５日医－６５８）

この要綱は、令和元年７月５日から施行する。


